
無形資産の概念とその会計処理

照 屋 行 雄

1問 題 の所 在一 無 形 資産 の情 報有 用 性

最近,企 業の有する無形資産の重要性が認識 され,無 形資産(イ ンタンジ

ブルズ)に 対する情報要求が投資者等利害関係者の間で高まっている。 これ

には次の ような背景 もしくは流れがあるとみ られる。

第1に は,企 業の経営戦略においてインタンジブルズ戦略へのシフ トが認

め られる とい うこ とである。経済の ソフ ト化や グローバル化,さ らにはIT

(情報技術)革 命 の進展等 の経営環境の変化 に伴 ってT企 業の経営戦略が,

従来の物的資源や財務的資源等の有形資産中心の戦略から,人 的資源や知的
く　 の

資源等の無形資産中心の戦略へ とパ ラダイム ・シフ トしつつある。

第2に は,バ リュー ・ドライバー としての無形資産の重要性が高 まってい

るということである。企業の競争力やマーケ ットシェアの重要な源泉 もしく

はバ リュー ・ドライバー(企 業価値の決定要因)と して,従 来は有形資産の

規模が重視 されて きたが,今 日ではむ しろ無形資産の形成 とその認識 によっ
　の

て企業価値 を説明するウェイ トが高 くなっている。

このような状況に対 して,無 形資産に関する従来の会計的取 り扱いはr利

害関係者の情報要求を十分 に満足 させ るものとなっていない。多 くの場合,

無形資産はオフバ ランス項 目として処理 され,情 報利用者に対 してディスク

ローズ されることが ないのである。無形資産の取 り扱 いに関する会計上の難
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しさは,次 のような理由によるもの と理解 される。

i企 業価値評価 に当たっては,有 形資産 を利用することが客観的で有用

であると考 えられること

ii有 形資産 に比べて,無 形資産の会計上の認識 と測定が困難であると認

め られること

iii無 形資産 に対する投資はハイ ・リスクを伴 うことが多いため,オ ンバ

ランス化 を避ける会計選択が求め られること

iv無 形資産が もたらす将来の経済的便益 の発生可能性 については,高 い

不確実性の下にあるとみなされること

本稿では,企 業価値形成の貴重な経営資源 として利害関係者の関心 を高め

ている無形資産 について,そ の認識 と測定 に関する会計上の理論的問題 と制

度的課題 を考察することとする。論述の展開に当たっては,ま ず,無 形資産

の意義 とその特性 を検討 し,次 に,現 行の会計基準 についてアメリカ,国 際

会計基準および日本の無形資産 に関する会計 を明らかにする。そして,無 形

資産会計の理論的な問題 を析出 して考察するとともに,無 形資産会計の制度

的な課題 を整理 して吟味することとする。

2無 形 資産 の会 計 的性格

(1)無 形資産の意義

無形資産(intangibleassets)と は,一 般 に有形資産 に対する用語 である

が,貨 幣性資産以外 のものを指 して使 われている。従 って,資 産の分類から

すれば,厳 密 には有形固定資産 に対する無形固定資産 とい うことになるが,

ここでは広 く無形資産 として扱 うこととする。

無形資産 について,久 野秀雄教授 は,「 ①具体的な物件 ・具象的財貨では

ないが,当 該企業 にとって将来引 き続いて役 に立つ と考 えられる もの,② 収

益力 ない し超過収益力の期待価値,③ 機会原価(opportunity-cost)が 零で
　む

あ る こ と」 と定 義 し て い る。 ま た,若 杉 明 教 授 は,「 無 形 固 定 資 産(intangible
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fixedassets)と は,具 体的な形態 を有 しない,す なわち無体の固定資産で

あ り,有 形の固定資産たる有形固定資産に対す るものである。無形固定資産

には,① 法律上の権利 を構成するものと②法律上の権利ではな く,事 実上の
　 らラ

経済価値 を認 め られた超過収益力 の源泉 とが ある」 と説 明 してい る 。

この ような会計学者 による説明が な されて きた として も,日 本 で の無 形 資

産 に対 す る定 義 も しくは概念 規定 は,こ れ まで有 形(固 定)資 産 に比 較 して

必 ず し も明確 に されてい ない とい え よう。 そ こで,無 形 資 産 に つ い て の理 論

的 な 考 察 を行 う に当 た っ て,国 際 会 計 基 準(lnternationalAccounting

Standards;IAS>の 定義 す る と ころ を参 照 す る こ と とす る。

国際会計 基準(以 下IASと い う)第38号 「無 形 資 産 」 に よれ ば,無 形 資 産

は次 の よ う に定 義 さ れ る 。す なわち,「 無 形 資 産(intangibleassets)と は,

財 ・サ ー ビス の 生 産 も し くは供 給 に使用 す るた め,第 三 者 へ の貸 与 また は管

理 目的 の ため に保有 され る物 的実体 を有 さない識別可能 な非貨 幣性 資産で あ
　の

る」(par.9)と する。そ して,こ の定義に基づいて無形資産が資産 として計

上 される基本要件 を,識 別可能性,支 配および経済的便益の3点 と規定 して

いる。

第1要 件の識別可能性は,他 の資産か らの分離可能性や識別 を容易にする

法的権利の有無によって判断される。また,取 得 とみなされる企業結合 に基

づ く無形資産はのれん と区別 して識別することが求められる(pars.10-11)。

なお,法 的権利 の有無 は,識 別可能性を判断す る要件 として絶対的な必要条

件 とはなっていない。法的権利が具備 されていれば,識 別可能性要件 を満た

す十分条件 と理解 される。

第2要 件 の支配 とは,企 業が無形資産からもた らされる将来の経済的便益

を獲得する能力,お よび当該経済的便益 に対す る第三者のアクセスを制限で

きることを意味す る(par.13)。 従って,企 業が当該無形資産からの将来の

経済的便益 を,独 占的に享受 し得る能力 もしくは状況にあるか否かで判断さ

れることになる。
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第3要 件 の経 済 的便 益 は,無 形 資 産 か ら もた ら され る将 来 の ネ ッ ト ・キ ャ

ッシュ ・イ ンフロー(将 来 純 キ ャ ッ シ ュ ・イ ン フロ ー)の 総 計 を意 味 して い

る(par.17)。 経 済 的 便 益 が も た ら され る形 態 は,通 常 は財 ・サ ー ビス の 販

売 ・提 供 に よる収益計上 に伴 うキ ャッシュ ・フローの流入 であ るが,そ れ 以

外 に原価 の 節 減 な ど各 種 の ものがあ る。

IAS無 形 資 産 の認 識 規 準 を図解 す れ ば,図 表2-1の とお りで あ る 。

〈 図表2-11AS無 形 資 産 の 認 識規 準 〉
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(2)無 形 資 産 の 特 性

こ こで,無 形 資 産 の 範 囲 を明確 に して お きたい と思 う。まず,無 形 資 産 は,

ブ ラ ン ド,ノ ウハ ウ(経 営 管 理 シ ス テ ム),顧 客 リス トな どの 知 的 資 源

(intelleCtUalreSOUrCe,も し くは知 的資 産;intellectualassets)と,の れ ん,

借 地 権,電 話 加 入 権 な ど知 的資 源 以外 の 無形資 産 に分類 され る。無形資 産は

会計概 念で あ り,知 的資 源 は会計 処 理 の 対 象 と な る経営 資源 の重 要な1つ で

あ る。

い ま無 形 資 産 の概 念 も しくは範囲 を図示す れ ば,図 表2-2の とお りで あ

る。

〈 図表2-2無 形 資産 の 範 囲 〉
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ここで知的資源(も し くは知 的資 産)は,特 許 権,商 標 権,意 匠権 な どの

法 的権 利 を構 成 す る知的財産(intellectualproperty)と そ れ 以外 の もの か ら
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構成 されると考える。知的財産は,従 来法律上の所有権概念に規定 された知

的所有権 よ りも広 く捉えて,無 形資産の うち知的活動の成果に対す る法的な

財産権 をい う。 このような知的財産は,そ れぞれの根拠法に基づ き法的保護

の対象 となる もので,法 律概念 としては知的財産権 と呼ばれる。

なお,知 的財産 と類似 した工業所有権の用語が使用 されることがある。工

業所有権(industrialproperty)は,特 許権,実 用新案権,意 匠権,商 標権

の4つ を指 してお り,こ こでいう知的財産よ り狭い概念である。現在 の日本

で法的保護 を受 ける知的財産(も しくは知的財産権)と しては,図 表2-3
　 おユ

に示す ものがある。

次 に,無 形資産の特性 について考察する。そ もそも無形資産が他 の有形資

産や金融資産 と異 なる特性 を有するために,会 計上の種々の困難が生起 して

いるとみなされるか らである。無形資産 には,少 な くとも次の ような4つ の

特性が認め られる。

第1に は,無 形資産は将来における経済的便益 の獲得が不確実であること

があげられる。一般 に有形資産への投下や金融資産の利用からもた らされる

将来便益の見通 しは容易 に行 うことができるが,企 業 の収益源泉に対する投

資たる性質を持 つ無形資産の効果は,不 確実 を伴 うものである。企業 にとっ

て無形資産への投資はハイ ・リスクを覚悟 しなければならないことが多い。

第2に は,無 形資産はその価値が所有企業並びに時の経過 によって変動す

る性質を持 っているということである。企業のブランドやノウハ ウあるいは

人的組織のような無形資産 は,多 様 な目的のために多数の利用者 によって利

用可能な ものである。従 って,無 形資産 は利用形態 と利用者の違い により,

その価値が多面的な性格 とならざるを得 ない。 また,無 形資産の利用 と開発

を行 うことによって,そ の価値は所有企業 と所有時期 によって可変的となり

うるのである。
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〈図表2-3知 的財産(権)の 種類 〉
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商標法 、酒税の保
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等 に関する法律

第3に は,無 形資産価値 の客観的評価が困難で,多 くの場合主観的になら

ざるを得ない とい う事情 をあげることがで きる。上 に示 したように,そ もそ

も無形資産 はその所有企業や保有時期 によって多面的 ・個別的性質を持って

いるが,し か も多 くの場合無形資産についての取引市場が発達 していない。

このような状況においては,無 形資産の公正な市場価値 を測定することは難

しく,主 観 的評価に依存せ ざるを得 ない点が特徴的である。

第4に は,無 形資産 に対する当該企業の支配が困難であ り,将 来の経済的

便益 を独 占的に享受できる保証がない点である。有形資産の場合,そ の利用
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形態 とそれか らもたらされる経済的便益 は,所 有企業が定めた特定の利用 目

的に結びついているため,当 該企業が独 占的に享受す ることが容易である。

しか しなが ら,無 形資産については,将 来の経済的便益 に対する第三者のア
　の

クセスをかなりの程度制限することは容易ではない。

3無 形 資 産 の 会 計 基 準

(1)ア メ リカの 無 形 資 産 会 計

① 資 産 の認 識 基準

アメ リカの会計基準(一 般 に公 正 妥 当 と認 め られ る会 計基 準;GAAP)で

あ る財 務 会 計 基 準(StatementofFinancialAccountingStandards;SFAS,

以 下SFASと い う)は,会 計 上 の 資 産 を次 の よ うな認 識 基準 に基づ い て概念
　 　ラ

規定 している。すなわち,「 資産は,過 去の取引または事象の結果 として,

ある特定の実体 により取得 または統制 されている,発 生の可能性の高い将来

の経済的効益である」(par.25)と 定義する とともに,そ の資産の本質的特

徴 として,次 の3要 件 を挙げている。

i将 来の経済的効益

すべての経済的資源が有する共通の資産性は,用 役潜在能力 もしく

は将来の経済的効益 である。最終的には企業への将来純 キャッシュ ・

インフロー となって発生する(pars.28-一 一31およびpars.172--175)。

ii特 定の実体 による統制

特定の実体が当該資産から得 られる経済的公益 を獲得することがで

き,そ して,他 の実体が当該効益 に接近することを統制で きるもので

なければな らない。そこでは,特 定の実体 によって当該資産の保有,

売却お よび利用が 自由に行 えることになる(pars.183‐185)。

なお,こ の場合特定の実体 による将来の経済的効果の統制は,法 的

権利 に大 きく基礎 をお くが,実 質的 に統制の能力が確保 されれば,当

該実体が資産を保有するための不可欠な必要条件ではない(pars.1$6
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-

‐ls7)
o

過 去の取引または事象の発生

将来の経済的効益 に対する実体 の権利 または統制力 を付与する取引

その他 の事象がすでに発生 していることが必要である。これは,将 来

の経済的効益 をもたらす現在の潜在能力のみが資産であ り,そ れ らは

当該実体 に影響 を与える取引その他の事象または環境要因の結果 とし

て特定の実体の資産 となる(pars.191-192)。

企業の資産 に関する上記のSFACの 認識基準は,有 形資産 ・無形資産 を問

わずすべ ての資産に適用 される。なぜ なら,SFACは アメリカにおける財務

会計基準(SFAS)そ の ものではないが,個 々の財務会計基準 で規定 される

会計基礎概念を説明 した ものだか らである。 これまでの無形資産に対する会

計基準の対応は,こ の資産概念 に照 らして無形資産の要件がネガティブ評価

されて きたことを物語 るものである。

②無形資産の会計処理

まず,無 形資産の重要な要素である知的財産に関係する研究開発費の会計
　 　の

については,SFAS第2号 「研究開発費の会計」 に規定 されている。 この基

準 に従えば,特 定の例外的な研究のための支出以外は,原 則 として全額支出

のあった期 の期間費用 として取 り扱 うこととなっている(par.8(a))。 研究

開発 により取得 した自己開発の無形資産は,現 行基準では資産計上が認めら

れていないのである。

ただ し,外 部から購入された新製品の製造技術や新生産方法などについて

は,後 述す るSFAS第141号 の適用がある場合 を除 き,他 へ の転用不能な特

定目的の研究開発支出は暖簾の一部 として無形資産計上がみ とめ られること

となった。

次 に,無 形 資産 につい て は,従 来SFAS以 前 の会 計基準 で あるAPB

(AccountingPrinciplesBoard;会 計原則審議会)オ ピニオン第17号 で,購

入のれんを資産 として計上することを求め,そ の場合40年 を上限 として定額
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法で償却することを義務づけていた。 しか しながら,APBオ ピニオ ン第16号

「企業結合」お よびAPBオ ピニオ ン第17号 「無形資産 の会計」 を改訂 した

SFAS第141号 「企業結合」お よびSFAS第142号 「のれん とその他 の無形資産」

においては,の れんとその他の無形資産の計上 について,次 の ような重要な
　 ユ　ラ

改正が行われている。

i企 業結合 における会計処理 をパーチェス法のみ に限定する(SFAS第

141号)。

ii取 得 した資産お よび負債は,時 価(公 正価値)評 価 しなければならな

い。必要に応 じて第三者 による鑑定評価 を行 う。

iii企 業結合により取得 した無形資産は,の れんとは区別 して時価 によっ

て資産計上 しなければならない。この場合の無形資産は,契 約上のまた

は契約の有無に関係 な く,法 律で保護 されている権利であることを原則

とするが,必 ず しも法的権利 である必要はない。

ivの れんお よびその他 の無形資産で償却年数が永久 と認め られる項 目は

非償却 とす る。この場合,毎 決算期 に減損 テス トに基づ く減損処理 を行

わなければならない。またJ耐 用年数のある無形資産は,償 却期 間の上

限 を設 けず一定 の方法で償却 す る。 なお,無 形 資産 の減損 処理 は,

SFAS第121号 「固定資産の減損会計」 に従 って行 うことになる。

(2)国 際会計基準お よび日本の無形資産会計

①国際会計基準

国際会計基準(IAS)で は,先 に述べたIAS第38号 に規定する資産 の定義

並びに資産認識の3つ の基本要件 に適合することが,無 形資産 を含むすべて

の資産 に求め られる。従 って,無 形資産の認識 に当たっては,ま ず,資 産の

定義(par.9)を 満 たし,識 別可能性(pars.10-11),支 配(par.13)お よび

経済的便益(par.17)の3要 件 に適合することが必要である。

その」二でIAS第38号 は,無 形資産の貸借対照表への計上要件 として,次 の
　 ユ　

2つ の 要 件 を 定 め て い る 。
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i当 該無形固定資産に帰せ られる将来の経済的便益が企業 にもたらされ

る可能性が高いこと

ii当 該無形資産の原価 を信頼性 をもって測定で きること

例 えば,研 究活動 のための支出は,当 該支出 により将来の経済的便益が企

業に もた らされる可能性が低いため,発 生 した時点で全額費用処理 されるの

に対 して,開 発活動 に伴 う支出は,当 該支出により将来の経済的便益が企業

にもた らされる可能性が高いため,他 の一定の基準 を満 たした場合 に,発 生

した時点で無形資産 として認識 される。

一方
,後 述するように,IAS第38号 はいわゆる自己創設のれんを資産 とし

て計上することを認めていないが,そ れは企業 によって支配 される識別可能

な資産ではない ということと,原 価で もって信頼 しうる測定がで きないか ら

であるという理由による。

さて,の れんおよびその他の無形資産の認識ついてのIASの 規定 は,次 の

ようになっている。

i取 得 とみなされる企業結合 によって生 じるのれんは,資 産 として認識
　 エ　コ

しなければならない。これは,取 得 日現在 の原価が被取得企業の公正価

値評価 に基づ く持分 を超過する金額で取得 した場合 には,そ の差額 をの

れん として資産計上 しなければならないことを求めたものである。

ii取 得 とみなされる企業結合 によって認識 される無形資産は,の れんと

は区別 して識別 され,公 正価値評価 により資産計上することが求め られ

る。公正価値 は売買市場での市場価格であるが,そ れが得 られない場合

には直近の類似価格 もしくは第三者による鑑定評価 を利用することがで

きる(IAS第38号pars.28-29)。

iii自 己創設のれんは資産 として認識 してはならない(同par.36)。 自己

創設のれんについては,識 別可能性 と支配要件 を満たさず,し か も当該

原価が信頼性 をもって測定できない とい う理由により,資 産計上 を禁止

されている。
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iv研 究開発支出については,研 究に係 る支出はその発生時点で期 間費用

として処理 し(同par.42),開 発 に係 る支出は一定 の基準 を満 たす支出

に限 って無形資産 としての計上 を求めている(同par.45)。 開発支出の

資産認識に当たっては,技 術的実行可能性や完成 もしくは利用の意図な

ど6項 目の立証事項 を規定 している。

vの れんはfそ の有効期 間にわたって,規 則的に定額法で償却 しなけれ

ばな らない(IAS第22号par.43)。 また,無 形資産の償却可能価額 は,最

善の見積 もり耐用年数 にわた り,組 織的に配分 されなければな らない

(IAS第38号par.79)。 のれんお よび無形資産の償却期間は,原 則 として

20年 を超えてはならない としている。IASは 無形資産について永久の耐

用年数 を認めていないので,非 償却 とい う処理は採用できない。

viの れんお よびその他 の無形資産の資産計上後は,毎 決算期 に減損テス

トに基づ く減損処理(簿 価の回収可能価額の見積 もり)を 行 わなければ
　 ユらラ

ならない。

② 日本の無形資産会計

日本の会計基準 における無形資産 に関す る規定は,か な り限定的であ り,

またrそ の多 くは貸借対照表 における表示分類 に関する事項である。従って,

これ までみて きたアメリカ会計基準SFASや 国際会計基準IASに おける無形

資産の会計基準 のような厳密 な規定はない。

企業会計原則 には,資 産の認識基準については規定されていないが,第 三

の四(一)Bに,「 営業権,特 許権,地 上権,商 標権等 は,無 形 固定資産 に

属するもの とする」として,無 形資産 に属する資産項 目の例示 を行 っている。

そして,営 業権 については,有 償で譲受けまたは合併 によって取得 した もの

に限 り貸借対照表 に資産計上できるとしている(企 業会計原則注解の注25)。

無形固定資産の貸借対照表への計上金額お よび記載方法 については,次 の

ように規定 している。

「無形固定資産は,当 該固定資産の有効期 間にわた り,一 定の減価償却の
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方法 によって,そ の取得原価 を各事業年度 に配分 しなければな らない」

(第三の五)

「無形固定資産については,当 該資産の取得のために支出 した金額から減

価償却累計額 を控 除 した価額 をもって貸借対照表価額 とする」(第 三の

五E)

「営業権 は,・ … 毎期均等額以上 を償却 しなければならない」(注 解

の注25)

「無形固定資産については,減 価償却額を控除 した未償却残高を記載する」

(第三の四(一)B)

また,研 究開発 に係 る支出に関 しては,研 究開発費等に係 る会計基準 に基

づ き,次 のように処理される。

i研 究開発費は,す べて発生時に費用 として処理 しなければならない。

iiソ フ トウェア制作費のうち研究開発 に該当する部分 も研究開発費 とし

て費用処理する。

iii研 究開発費 に該当 しない ソフ トウェア制作費であって,市 場販売 目的

お よび自社利用 目的のソフ トウェアについては,一 定の条件 を満た した

場合に資産計上することを求めている。

次 に,証 券取引法 に基づ く財務諸表等規則および財務諸表等規則ガイ ドラ

インによれば,貸 借対照表の資産区分に記載 される無形固定資産は,次 の よ
　 　ラ

うな項 目か らなる。

i営 業権ii特 許権iii借 地権

iv商 標権V実 用新案権vi意 匠権

vii鉱 業権Vlll漁 業権ixソ フ トウェア

xそ の他 これらに準ずる資産

ア 水利権 イ 版権 ウ 著作権

工 原画権 オ その他

なお,日 本 における固定資産の減損認識 とその会計処理 に関 しては,固 定
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資産の減損 に係 る会計基準 に従って実施 されることになっている(企 業会計

審議i会,2002年8月9日 公表)。

4無 形資 産会 計 の本 質 的課題

(1)自 己創設無形資産の資産認識

これまでの論述で明 らかなように,ア メ リカ会計基準や国際会計基準 にお

いては,取 得 とみなされる企業結合によって発生する無形資産は,の れんと

区別 して認識 しなければならない とする会計基準が確立するに至 っている。

そこでは,無 形資産の認識基準 もしくは計上要件 を明確 にするとともに,資

産計上後の減価償却および減損損失の処理 についても規定 している。

しか しなが ら,有 形資産や金融資産 と異 な り,無 形資産固有の資産特性か

らもた らされる本質的な課題が認められる。 このような課題 を整理すれば,

基本的にはr① 無形資産の認識基準 に関する もの,② 無形資産の評価方法に

関す るもの,お よび③無形資産の開示形態に関する もの,の3つ の課題 とい

うことになる。本章では,こ れ らの3つ の課題 について論点を明 らかにする

とともに,今 後の展開の方向について考察 したい と思 う。

まず,無 形資産の認識基準 については,こ こでは2つ の論点 を提起する。

すなわち,1つ は,買 入無形資産 の経済価値の永続 性の問題,2つ は,自 己

創設無形資産の計上要件の問題である。

前述の とお り,ア メリカFASBはSFAS第142号 において,取 得 とみなされ

る企業結合 によって資産認識 したのれんについて,償 却年数が半永久的 と認

め られる場合には非償却 とすることを規定 している。 これは,FASBが のれ

んについて,将 来の経済的便益 をもたらす潜在能力 を半永久的に維持すると

の考 え方を認めたことと解釈できる。

買入のれんの価値が取得後 も維持 されることについて,伊 藤邦雄教授 は,

「それは,企 業結合後の追加的な投資(例 えば広告宣伝や顧客サービスに対

する支出)に よってのれんの価値が維持 されているのである」 と説明 してい
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ぐ　 ユリ

る。こののれんについての解釈は,同 時にのれん以外の無形資産の価値 の永

続性の問題 を考える上で も重要 なフレームを提供することになる。

次 に,IAS(国 際会計基準)第38号 においては,自 己創設のれんは資産 と

して認識 してはな らない とされている(par.36)。 自己創設のれんについて

は,識 別可能性 と支配の要件 を満たさず,し か も当該原価が信頼性 をもって

測定で きない という理由により,資 産計上 を禁止 しているのである。

ところが,先 のアメリカSFASNo.142に おけるのれんの非償却規定は,企

業結合後の追加投資による自己創設のれんの計上 につながる考え方 を導入 し

ている。事実,FASBも,企 業がのれんの総価値 を半永久的 に維持すること

がで きるのであれば,買 入のれんの価値減耗分が自己創設のれんに取 って代
くア　エs)

わられていると考 えるのが適切であると認めている。

IASに おいては自己創設無形資産の計上が禁止されているが,こ のアメリ

カ会計基準 における自己創設のれんの限定的な容認は,無 形資産の認識に関

する理論的な課題を考察する上で重要な意義 を持 っていると理解 される。そ

こで,自 己創設無形資産の認識 に当たって理論的に解決 しなければならない

課題は,次 の3点 に要約で きる。

i当 該無形資産への支出額を識別 し,評 価で きること

ii支 出の効果が及ぶ将来の利用年数 を特定で きること

iii企 業全体の発展 に関連 しない特定項 目へ の支出であること

(2)無 形資産の評価方法

無形資産の評価アプローチ としては,一 般 に,① 残差評価 アプローチ と②

独立評価 アプローチの2つ がある。残差評価 アプローチ は,貸 借対照表上 の

純資産を株価な どで計算 した時価総額か ら簿価総額 を控除 した残額 をもって

無形資産 とする考 え方である。

この方法 は,市 場が企業の価値 を評価するので客観性があ り,計 算 も比較

的簡単であるため採用 されやすい。反面,の れん,ブ ランドなど個別の無形

資産 の評価が困難である という重大な問題点がある。
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これに対 して,独 立評価 アプローチは,無 形資産を構成するのれんやブラ

ン ドなど個別の資産項 目を独立 して評価す る考 え方である。 この独立評価 ア

プローチには,次 の3つ の方法が考えられる。

iコ ス ト・アプローチ

iiマ ーケ ット・アプローチ

iiiイ ンカム ・アプローチ

コス ト・アプローチは,当 該無形資産の形成 に要 した支出額 を基礎 として

評価する方法であ り,歴史的原価 アプローチ と取替原価アプローチ とがある。

また,マ ーケ ッ ト・アプローチは,実 際に市場 において成立 した類似 の無形

資産の売買価格 を基礎 に,当 該無形資産の評価 を行 う方法である。そ して,

インカム ・アプローチは,無 形資産が もたらす将来の純キャッシュ ・インフ

ローの割引現在価値 をもって,当 該無形資産の評価額 とする考え方である。

無形資産の評価方法 として最 も適切で,し か も信頼性 をもってその価値 を

評価で きるアプローチが採用 されなければな らない。無形資産 とりわけ自己

創設無形資産は,支 出原価 とその価値の対応関係が不明確であ り,不 安定で

ある。

一・方
,無 形資産 の本質的特徴はその個別性 または差別性 にあ り,類 似の無

形資産評価が どの程度正確 に当該無形資産の公正価値(フ ェア ・バ リュー)

を示すのか不確実である。

従 って,こ こでは無形資産の評価 アプローチとして,イ ンカム ・アプロー一

チが適切であることを指摘 してお きたい と思 う。

この場合,市 場価格お よび第三者鑑定評価が得 られなければ,公 正価値評

価の方法 としてrア メリカFASBのSFACNo.7に 規定する将来純 キャッシ

ュ ・インフローの割引現在価値 を持 って評価するアプローチの導入が求め ら
　 　ラ

れ る ことになる。
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5無 形 資産 会計 の展 望

無形資産 に関する情報開示要求の高 まりは,現 行の財務報告の充実 もしく

はその有用性低下を背景 としつつ,主 に次のような理由による もの と考 えら

れる。

i企 業価値の決定要因となる無形資産のオンバ ランス化 により,企 業の

収益力の源泉が正 しく理解で きるようになること

ii無 形資産やその重要な構成項 目であるブラン ド価値情報の有用性に関

する実証的研究が進展 していること

iii無 形資産のオンバランス化 によって,株 主 ・債権者等外部利害関係者

との間の 「情報の非対称性」が解消 されること

iv株 式移転制度や企業組織再編等に伴 う=連結経営において,ブ ラン ドを

中心 とする無形資産の評価のあ り方が問題 となっていること

無形資産のオ ンバランス化 に当たっては,幾 つかの重要な理論的問題や制

度的課題が残 されているが,企 業の行 うディス クロージャーの充実 と企業価

値の適正 な評価 を確保する上で,無 形資産 とりわけ自己創設無形資産の真実

かつ公正 な会計処理が重要 となっている。無形資産会計の一層の研究 と制度

化への努力が求められている。

注

1ア メ リカ に お け る無 形 資 産 投 資 並 び に企 業 価 値 に対 す る 影 響 の 重 要 性 に つ

い て は,次 の文 献 で 明 らか に され て い る。

FASB,FASBReport:D②sdoεz占 γθαわo脇 加`αηg乞配θ.4∬θ孟s,Apri12002,p.9.

M.BlairandT.Kochan,TheNewRelat20rLShip‐.HumanCapitalinthe

AmericanCorporation,BrookingsInstitutionPress,200D,pp.].‐2.

な お,日 本 に お け る無 形 資 産 投 資 につ い て は,2001年3月 末 決 算 にお け る

東 京 証 券 取 引 所 第 一 部 上 場 会 社 の 時 価 総 額 上 位200社(金 融,ガ ス,電 力 を

除 く)に つ い て み る と,有 形 資 産324兆 円 に対 して,無 形 資 産 はそ の3分 の

1強 の144兆 円 の 巨 額 に 上 る こ とが 明 らか に され て い る(経 済 産 業 省 企 業 法
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制 研 究 会 編 『ブ ラ ン ド価 値 評 価 研 究 会 報 告 書 』2002年,6頁)。

2無 形 資 産 の 重 要 性 を証 明 す る事 例 と して,知 的 財 産 を め ぐる訴 訟 件 数 の 増

大 と知 的財 産 権 侵 害 に対 す る損 害 賠 償 金 の 高 額 化 が指 摘 で きる。 ア メ リ カ に

お け る知 的財 産 権 侵 害 に対 す る訴 訟 を扱 う裁 判所 と して,CAFC(TheCourt

ofApPealsfortheFederalCircuit;連 邦 巡 回 区 訴 訟 裁 判 所)が1981年 に創 立 さ

れ た。 そ こで の代 表 的 な知 的財 産 侵 害 の 訴 訟 とそ の賠 償 金 額 を示 せ ば,次 の

とお りで あ る。

iポ ラ ロ イ ド社 対 イ ー ス トマ ンコ ダ ック社8億7,320万 ドル

iiス ミス イ ン ター ナ シ ョナ ル社 対 ヒ ュ ーズ ツ ー ル社2億480万 ドル

iiiス リーM社 対 ジ ョン ソ ン&ジ ョン ソ ン社1億680万 ドル

Cf.GordonV.SmithandRussellL.Parr,ValuationoflntellectualProperty

α偏 ∫窺 απ9弼 θオ∬θみ27娩α孟,JohnWiley&Sons,Inc.,1994,Chapter1(菊 池

純 一 監 訳 『知 的財 産 と無 形 資 産 の価 値 評 価 』 中央 経 済社,1996年,9頁).

3無 形 資 産 の会 計 認 識 の 難 しさ につ い て は,次 の文 献 に詳 しい。

BaruchLev,intangibles:Management,Measurement,andReporting,

BrookingInstitutionPress,June2QO1.

伊 藤 邦 雄 稿 「第5章 無 形 資 産 会 計 の 諸 相 」 『制 度 会 計 の 変 革 と展 望 』(中 村

忠 編 著}中 央 経 済 杜,2001年)所 収,61--86頁 。

4久 野 秀 男著 『無 形 資 産 会 計 序 説 』 同 文館,1969年,42頁 。

5若 杉 明著 『精 説財 務 諸 表 論 』 〔第4版 〕 中央 経 済 社,1996年,131頁 。

61nternationalAccountingStandardsBoard(IASB),、SASNo .c]O一乃zオα7zg狛Zθ

Assets,September1998(広 瀬 義 州 ・間 島進 吾 編 『コ ン メ ン ター ル 国 際 会 計 基

準IV』 税 務 経 理 協 会,2000年,47-89頁)。

7伊 藤 邦 雄 稿 「無 形 資 産 会計 の 現状 と展 望 」 「企 業 会 計 』VoL53No.ユ(2001年

1月 号),42-43頁 。

8日 本 公 認 会 計 士 協 会 経 営研 究 調 査 会 編 「研 究 報 告 書 第12号 一 知 的財 産 の 評

価(中 間報 告)」(要 約 版)『JICPAジ ャ0ナ ル』No.556(November2001),

120頁 。

9FASB,Statement〔 ～fthe、F乞7zα7zc②α彦αooo窃窺 伽gConcept(智E4ωNo.6-

Elements(ゾF伽 α物o翻8古 αオθ椛θ窺3aDecember1985(平 松 一 夫 ・広 瀬 義 州 訳

『FASB財 務 会計 の 諸概 念 』 〔四 訂 版 〕 中央 経 済 社,2002年).

10FASB,SFASNo.,2-一 一AccountingforResearchandDevelopmentCost ,

October1974.
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11AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants(AICPA),!1Pβ

OpinionNo.17-∫7zオ αγ乙9乞わ`θ.A8sθ孟5,1970,pars.24-29.

12FASB,SFAS」vo.141-、BusinessCombirUation,June2001.

FASB,SFASNo.1-x,2‐GoodwillandOtherIrLtarzgzbleAssets,June2001,

131ASB,op.cit,,par.19(広 瀬 義 州 ・間 島 進 吾 編 前 掲 書,49頁).

141ASB,1A8No22-BusinessCombination,September1998,par.41(広 瀬

義 州 ・間 島 進 吾 編 前 掲 書,33-34頁).

151ASB,、SASIVo.36-ImpazrmerztofAssets,September1998.

16財 務 諸 表 等 規 則 〈「財 務 諸 表 等 の 用 語,様 式 及 び 作 成 方 法 に 関 す る 規 則 」

(2003年3月31日 改 正)〉 の 第27条 ～ 第30条,お よ び 財 務 諸 表 等 規 則 ガ イ ド ラ

イ ン 〈「『財 務 諸 表 等 の 用 語,様 式 及 び 作 成 方 法 に 関 す る 規 則 』 の 取 扱 い に 関

す る 留 意 事 項 」(2002年10月18日 改 正)〉 の 第27条 。

17伊 藤 邦 雄 稿 「第5章 無 形 資 産 会 計 の 諸 相 」 『制 度 会 計 の 変 革 と展 望 』(中

村 忠 編 著,中 央 経 済 社,2001年)所 収,75-76頁 。

18FASB,op:cit.,pars.B96‐B97.

19FASB,&弘 σNα7-UsingCash、'LowInformationandPreseratValue2'YL

∠4ccoz椛 古乞?2g、?Vleasuremerat,September2000.
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